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復旧・復興に向けた施策の方向性について（その２）

【浦安市復興計画の施策体系と事業構成案（一部修正）】
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復興計画検討委員会

復興の目標

【仮】

市民の総力を結集した

豊かな地域社会と

安全で安心な暮らしの

創生

１．市民生活の早期の復旧・再建

２．より安全で安心な暮らしを支える

まちづくり

３．市民協働による災害に強い地域づくり

４．震災の教訓をバネにした次世代につなぐ

持続可能な都市づくり

復興計画の推進に向けて

前
回

今
回
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復興の目標 課題と施策の方向性 事業の例示

３．市民協働による災害に強い地域づ

くり

今回の地震では、近隣同士の住民

が協力して被災者への支援や被害か

らの復旧活動にあたりました。ま

た、被害が少なかった地域が被害の

大きかった地域を人的にも物的にも

支援するなど、地域が連携・協力し

た復旧への取り組みが各所で行われ

ました。

このような活動は、日頃の地域コ

ミュニティを醸成する取り組みが災

害時にも活かされることを示してい

ると言えます。

一方、身近な情報が届かないとい

った声も寄せられ、近くに知り合い

が少ない方や、インターネットを活

用した情報が取りに行けないなど、

生活に必要な情報がすべての市民に

円滑に届かないといった課題も明ら

かになりました。

災害発生時から避難所の運営・給

水活動にあたっては、事前に作成し

ていた計画やマニュアルどおりに対

応できないケースも発生し、また、

都市基盤施設の応急復旧にあたって

は、多くの自治体からの支援をいた

だき、市のみによる対応では限界が

あることも明らかになりました。

このため、市民、自治会等の地域

コミュニティや事業者、市などのそ

れぞれの主体が自立して活動ができ

る体制と、対等な立場で協力・補完

しあう体制をつくることが重要で

す。

その上で情報収集や伝達のしく

み、避難対策など、災害に強い地域

づくりを進めていくことが重要で

す。

(1) 今回の震災における検証を踏まえた、行政・市民・事業者の防災体制の確立・強化

（課題）

今回の震災では、想定を超える事態の発生により既存の計画やマニュアルの機能が十分に発揮できないことも多く

ありました。首都圏直下型地震などの大規模な災害に備え、これらの経験や課題を適切に検証し行政及び市民、自治

会などの地域コミュニティ、事業者などの主体が、それぞれの役割と責任を自覚し、災害時の効率的な連携の基とな

る自立した活動のできるよう防災体制を確立・強化することが重要です。

（施策の方向）

○行政及び市民、自治会などの地域コミュニティ、事業者などの各主体が、それぞれ今回の震災における課題や役割・

行動方針等を検証し、現在検討が進められている国や県の被害想定や地域防災計画の見直しを踏まえ、計画や体制の

見直し・強化を行うとともに、災害時には迅速かつに円滑に機能できるよう、継続的な実践的訓練等の取り組みを図

ります。

○地域防災計画の見直しにあわせ、円滑な応急活動・復旧活動等を進めながらでも欠かすことのできない行政の機能を

維持するとともに、可能な限り迅速に業務の再開ができるよう、防災体制やしくみの強化を図ります。

○市民が災害から身を守るための知識習得や家庭や職場における備蓄等の取り組みなど、市民による自主防災対策の強

化を促進するため、様々な機会をとらえて普及啓発を図ります。

○地域コミュニティが災害時に自ら判断して応急活動等を実施するとともに自立して避難生活が継続できるよう、物

資・資機材の備蓄をはじめ、災害時要援護者等の見守り・支援、応急活動等の実施体制づくりを促進します。また、

地域内での連絡や市との連携・調整を行う自治会を中心とした自主防災組織の設立を今後も促進するとともに、災害

時の自主防災活動のリーダー育成を促進します。

○事業者の災害発生時の安全対策の強化や災害時に事業を中断させず、中断しても可能な限り短期間で再開させ、中断

に伴う損害を最小限に抑えることができるよう、「事業継続計画」の作成を促進します。

○災害時に必要なボランティアを円滑に要請・受入して現地に派遣し、迅速かつ効果的に活動ができるよう、災害ボラ

ンティアセンターの体制・機能の充実を図るとともに、地域コミュニティ等におけるボランティア受入体制づくりを

促進します。

１）市の防災体制の確立・強化

・地域防災計画の改定

・地域防災対策マニュアルの改定

・各課詳細マニュアルの改定

・公益施設ごとの防災計画の作成の推進

・図上訓練の実施

２）市民や地域コミュニティの防災体制の確立・強化

・防災セットの配布、消火器の貸出し

・防災マップ、防災のてびき等の周知

・自治会の自主防災組織の設立・活動支援、地域防災リーダ

ーの育成

・自主防災組織の活動計画の作成や見直し等の支援

・災害時要援護者の把握と支援体制づくりの推進

・災害時要援護者避難支援プラン<個別計画>の策定の促進

・消防団の充実・育成

・学校別避難所開設・運営マニュアルの作成支援

３）事業者の防災体制の確立・強化

・自衛防災組織の設立・活動支援

・災害対策基本条例第７条に基づく特定事業者に係る防災計

画の策定等の対象拡大

・各事業所における事業継続計画の作成

４）ボランティアの要請・受入体制の強化

・災害ボランティアコーディネーターの養成講座の実施

・災害ボランティアセンターの運営体制等の見直し

・専門性を有するボランティアの確保

(2) 行政・市民・事業者等の連携強化

（課題）

災害への備えや発災後の様々な対応については、行政・市民・事業者それぞれが個別に災害に備え、行動すること

に加え、相互に協力して応急活動や復旧・復興に取り組むことが重要です。

また、今回の震災では様々な都市から支援を受けることができました。この経験を活かし、支援を受けた都市と今

後も継続的な交流を進めるとともに、国内における他都市との交流を進め、大規模災害時においても助け合える広域

的な連携体制を築くことが重要です。

（施策の方向）

○様々な主体が策定した防災計画をもとに、災害時における自治会などの地域コミュニティ、事業者等の役割や必要な

活動について相互に理解を深めるとともに、各地域や全市を対象とした様々な実践的訓練等により、相互に確認し合

う取り組みを進めます。

○浦安市地域防災計画に基づく防災関係機関や公共的な団体等との災害時の速やかな情報収集と人的・物的な協力が相

互にできるように、災害時の応援協定の締結や合同の防災訓練の実施等の連携強化を図ります。

○自主防災組織のレベルアップを図るため、市内の自治会等の地域コミュニティ同士や地域コミュニティとボランティ

ア・ＮＰＯ等との協力や交流について取り組みます。

○災害発生時の事業者相互の連携や事業者と地域コミュニティとの連携した活動の検討や体制づくりを促進します。

○専門的な知識や経験を有する市内在住・在勤の人材を活用して迅速な地域の復興に取り組みます。また、大学やＮＰ

Ｏとの災害時の応援や協定、協働による訓練等を通し、連携の強化を図ります。

○今回の震災での経験を活かし、率先して被災地の救助・復旧等の支援に取り組む体制や仕組みをつくるとともに、県

内外の市町村との相互応援協定に基づいて、応援を受ける体制やしくみを整備するなどの連携強化を図ります。

○今回様々な自治体からの支援を受けたことを契機に、支援を受けた各都市との継続的な交流と災害時における相互応

援協定の締結等の支援関係づくりを進めます。

１）市民・事業者・防災関係機関等との連携の強化

・総合防災訓練への参加

・地域防災訓練の実施

・防災関係機関や公共的な団体その他防災上重要な施設管理

者との防災訓練の実施、災害時の応援協定の締結推進

２）ボランティア、ＮＰＯ等との連携の強化

・地域防災訓練の実施（※１）再掲）

・災害ボランティアコーディネーターの活動訓練の実施

・自主防災組織のネットワーク化の推進

３）大学・専門家団体等との連携の強化

・大学、専門家団体との災害時応援協定の締結推進

４）広域的な自治体との連携体制の強化

・災害時おける相互応援協定の締結や災害対策に関する情報

交換、迅速な職員の派遣

・県内や東葛飾地域での防災訓練への参加

・今回の震災で支援を受けた自治体との継続的な交流や協力

事業の推進
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復興の目標 課題と施策の方向性 事業の例示

(3) 情報収集・伝達のしくみの強化

（課題）

地震の規模や津波の可能性など震災を知らせる発災情報や避難誘導をはじめとする市民の安全確保と避難生活にと

って必要な情報を適切かつ正確に提供していくことが重要です。

そのため、市民以外の来訪者や在勤者等も含む市内にいるすべての人が情報を受け取ることができるよう、防災行

政無線をはじめとする多重の情報伝達手段を用意するとともに、情報通信システムの可用性の確保、必要とする情報

収集と伝達すべき情報の内容や対象者、手段等について、あらかじめ検討しておくことが重要です。

また、災害発生後の応急活動・復旧活動体制の円滑な構築には、災害対策本部と庁内各部署・施設、防災関係機関

や公共的な団体等との連絡手段・体制の強化とともに、迅速かつ正確な情報収集・発信を図る体制や仕組みづくりが

重要です。

（施策の方向）

○発災情報をはじめとする災害時の様々な情報を市内にいるすべての人に伝達できるよう、防災行政無線や地域防災無

線、インターネット・携帯メール、広報車による情報伝達、広報うらやす号外や情報チラシの随時配布、情報掲示板

での掲示、自治会等を通した伝達など、様々な状況に対応できる多重の情報伝達手段を用意します。

○可能な限り的確かつ速やかに求められる情報を収集・伝達するため、収集・伝達すべき情報の内容や対象者、手段等

について検討し、災害状況や通信手段の被害状況等に応じて各種の伝達手段が円滑に運用できる体制・仕組みを整備

します。特に、各種の情報通信システムが使用できない場合に備えて、地域コミュニティや事業者等と連携して、情

報収集や伝達のしくみの強化を図ります。

○災害発生後に大量に寄せられる消防・警察等や市役所への緊急通報等に対応できる通信回線や受信体制を強化すると

ともに、市民等から寄せられる様々な情報等を円滑に集約して迅速に対応ができる体制やシステムの強化を検討しま

す。

○防災無線や電話回線など、災害発生後の災害対策本部と庁内各部署・施設、防災関係機関や公共的な団体等との連絡

手段となる情報通信設備の充実・強化とともに、職員間での情報共有体制の強化を図ります。

１）情報通信設備の強化

・防災行政無線や地域防災無線の運用手法・機能の強化

・情報通信システムの可用性の確報

２）情報収集・伝達機能の強化

・収集・伝達すべき情報の内容や対象者等の整理・検討

・防災ラジオ等の新たな伝達手段の検討

・防災関係機関等との災害時の情報提供に関する協定の締結

推進

・自主防災組織や避難所運営組織等との防災訓練の実施

・公益施設での情報提供方法の検討

・重要なお知らせメールサービスや浦安市公式ツイッター等

による情報発信方法の周知と受信登録の促進

(4) 災害の特性を考慮した避難対策・要援護者の安全確保対策の強化と円滑な避難所開設・運営体制の確立

（課題）

災害発生時においては、災害状況や被災状況を踏まえて市民が迅速に必要な避難ができるよう市民の避難対策を強

化していく必要があります。このため、国や県、隣接都県区市における防災対策の見直しを踏まえつつ、地震による

建物の倒壊や火災の発生、洪水・高潮・津波等の様々な災害被害を想定した避難対策の検証と必要な見直しに取り組

む必要があります。特に、災害発生時のこどもや高齢者・障がい者等の要援護者の安否確認をはじめ、避難誘導の支

援など、地域や保育園・幼稚園、小中学校、福祉施設等における要援護者の安全確保対策を確立することが重要で

す。

また、地域の被害状況に応じて、市職員や学校職員と地域コミュニティ等が役割分担・協力して、小中学校等にお

いて迅速に避難所を開設し、要援護者、及び帰宅困難者等に配慮しながら円滑に避難所が運営できるようにすること

が必要です。

（施策の方向）

○想定する災害の特性を踏まえた避難場所や避難方法について検討するとともに、市民へのＰＲによる周知をはじめ、

避難場所とその経路を分かりやすくするために、サイン等の整備を図ります。

○保育園・幼稚園、小中学校における園児・児童・生徒の安全確保や避難誘導、保護者との円滑な引き渡しに関する計

画や行動マニュアルをはじめ、病院・福祉施設等の公益施設における避難誘導や安全確保に関する計画や行動マニュ

アル等の見直し・作成を推進します。

○地域特性や被害状況に応じて、市職員や学校職員と自治会等の地域コミュニティが役割分担・協力して、小中学校等

において迅速に避難所を開設し、さらに、地域コミュニティが主体となり、市職員や学校職員、ボランティア等の

様々な主体が連携して避難所を運営するための計画や行動マニュアル策定を促進します。

○地域コミュニティにおいて円滑に避難所が運営できるよう、また、被害状況に応じて近接する避難所相互の協力がで

きるよう、自治会等の地域コミュニティ同士との日常的な交流や協力体制づくりを促進します。

○避難場所等に整備されている防災備蓄倉庫の備蓄物品の充実・更新を図るとともに、誰もが備蓄を扱うことができる

よう、訓練等を通して利用方法の習熟を図ります。

１）地震とそれに伴う火災、液状化と、洪水・高潮・津

波等の各種災害を想定した避難対策

・避難場所等に関するサインの整備

・公益施設ごとの防災計画の作成の推進 ※再掲(1)

・保育園・幼稚園等における幼児の避難誘導、安全確保に関

する行動指針の見直し及び作成

・学校における児童、生徒の避難誘導、安全確保に関する行

動指針の見直し及び作成

・病院・福祉施設等の公益施設における利用者の避難誘導、

安全確保に関する行動指針の見直し及び作成

・防災訓練の実施

２）避難所施設や地域の特性を考慮した避難所運営対策

・学校別避難所運営マニュアルの作成支援 ※再掲(1)

３）防災備蓄の定期点検・運用訓練

・防災備蓄倉庫の資機材を使った防災訓練の実施

・福祉避難所支援物資の充実

・災害非常用トイレの整備

・受水槽の緊急遮断装置の設置の指導・支援

・防災訓練の実施
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復興の目標 課題と施策の方向性 事業の例示

４．震災の教訓をバネにした次世代に

つなぐ持続可能な都市づくり

浦安は今回の震災により液状化の

甚大な被害を受けました。今後、復

旧や復興に取り組む際に、単にこれ

までのまちの姿に戻すのではなく、

震災の教訓を踏まえた新しい価値を

付け加え、浦安のまちのイメージを

回復することが重要です。

そのために、復旧や災害に強いま

ちづくりに取り組む中で、元町、中

町、新町地域、産業ゾーン、アーバ

ンリゾートゾーンそれぞれの地域を

活かしたまちの魅力の創生、産業の

活性化を進めるとともに、浦安の魅

力や復興の姿を発信していくことが

重要です。

また、液状化によるライフライン

被害により、地域における自立的な

エネルギー供給等の仕組みの必要性

が認識されました。このような教訓

を踏まえ、持続可能で環境に配慮し

た都市を現実のものとして進めてい

くことも重要です。

一方、災害時の自助、共助の取り

組みを進めていくためには、日常時

における地域における支え合いや地

域自治の仕組みづくりが重要になっ

てきます。

さらに、今回の震災の教訓を風化

させず、来るべき震災に活かすため

の取り組みも重要です。

最後に、これらの都市づくり、復

旧・復興事業を進めるにあたって、

次世代の負担増加を招かない、持続

可能な財源の確保を図っていく必要

があります。

(1) 震災を乗り越え持続可能な環境都市への展開

（課題）

地球温暖化防止の観点から、省エネルギーや再生可能エネルギーの利用など、低炭素都市づくりの取り組みの必要

性が認識されてきました。今回の大震災によるライフライン被害、また震災に伴う電力不足の経験を踏まえ、誰もが

安心して暮らせるまちづくり、新しい未来に向けた浦安のブランディングを目指し、地域の人々が毎日の生活の中

で、進んで環境配慮を意識し、まちへの愛着を深め、共生できる未来志向のまちづくりを中長期的な視点で取り組ん

でいくことが重要です。

（施策の方向）

○新町地域で開発が予定される区域をコアゾーンとしながら、産官学の連携により、環境技術の導入や新しい生活サー

ビスの導入も視野に入れながら、市域全体を対象に環境価値、社会的価値、経済的価値を創造する持続可能なまちづ

くりに取り組みます。

１）可能な限り自前でエネルギーが確保できる生活環境

への転換

・住まいにおける省エネルギー・自立型発電機器の導入

・非常時でも最低限生活できる汚水処理機能の調査・研究

・再生可能エネルギー（太陽光等）の活用検討

２）産官学連携による防災環境まちづくりの展開

・産官学が一体となった「浦安環境共生都市構想」の検討

・市内事業所における防災・環境まちづくりとの連携

(2)地域特性や資源を活かした魅力の創生

（課題）

中町や新町地域の住宅地の再生は、浦安の復興の要とも言えます。そこで、復旧事業や住宅地の液状化対策を進め

る中で、景観や環境に配慮した、より質の高いで持続可能な住宅地への再生を図ることが重要です。

元町地域においても、今後、災害に強いまちづくりの一層のスピードアップが求められています。過密市街地の防

災まちづくりを進める中で、歴史や文化的な資源を活かした魅力の向上やまちの課題の解決を図ることが重要です。

（施策の方向）

○元町地域では、過密市街地の再整備にあわせて、防災機能の向上に取り組みます。また、地域の歴史文化を活かした

魅力づくりや地域資源をつなぐまちづくりに取り組みます。

○被災した中町・新町の戸建て住宅地では、住宅・宅地の再建にあわせて、景観形成や環境に配慮した魅力のある住宅

地に再生し、長期にわたり保全するよう取り組みを促進します。

○マンションなどの集合住宅においても、ライフラインの復旧や共用空間・共用設備の改修などにあわせて、マンショ

ン特性を活かした地域の自主防災活動拠点となるよう検討します。

○液状化の際に発生した噴砂等を利用して、津波や高潮被害の軽減効果もあり、埋立地域の自然回復にもつながる緑の

防潮堤や丘づくりを、市民協働により整備します。

○シンボルロード等の幹線道路について、道路の復旧事業にあわせて景観や環境に配慮した道路整備を進めます。

１）元町地域の資源の再認識と有効活用

・過密市街地の市有地を活用した交流スポットづくり

・地域資源をつなぐ散策路の整備

・浦安駅周辺の交通環境、景観整備

２）中町、新町地域の住宅地の魅力の創生

・戸建住宅地の住宅・宅地再建にあわせた住宅地の魅力づく

り、保全のための誘導・支援

・マンションの新たな環境技術の導入や生活サービス機能の

導入検討支援

３）自然との共生や治水機能強化を考慮した海岸保全施

設の再整備

・噴砂を活かした市民協働による緑の防潮堤や丘づくり

４）シンボルロード等の都市景観の再生

・復旧事業にあわせた、景観、環境に配慮した道づくり

・道路と一体となった沿道の壁面後退部分の整備の支援

(3) 産業・観光振興の促進

（課題）

震災による被害を最小限に抑えるために、日頃から事業継続に向けた計画を立てておくことや、複数の流通ルート

を確保しておくことの必要性が認識されました。また、産業の活性化には、浦安市民の協力が不可欠です。

浦安の復興を支えるためには、浦安の代表的産業である鉄鋼・流通産業や、市内の経済や雇用を支える中小企業の

活性化が不可欠です。このような教訓を踏まえ、各主体が協力して、地域産業の活性化を進めることが重要です。

また、本市は、ＴＤＲなどのリゾート産業が立地するとともに、良好な住宅地がある都市としてのイメージが定着

しています。震災によりそのイメージは損なわれましたが、一方で、ＴＤＲや周辺ホテル群における、震災時のゲス

ト対応の素晴らしさなどは、おもてなしの都市としての浦安のイメージを向上させました。

震災を契機に、浦安のまちや魅力や復興の姿について情報発信を積極的に行うとともに、都市観光の一層の推進を

図ることで、浦安を訪れる人を増やし、都市としてのイメージアップを図ることが重要です。

（施策の方向）

○埋立地である浦安は、災害時に、橋などが落ちて、陸の孤島になってしまうという弱点を抱えていることから、災

害時の交通リダンダンシー確保のため交通ネットワークの強化を図るとともに、各事業者が複数の流通ルートの確

保に努めるなどの対策強化を促進します。

○観光庁や浦安商工会議所と連携し、来訪者への観光情報のネットワーク化を進めます。

○復興イベントの開催など様々な機会を通じて、浦安の復興を発信していくとともに、市民を巻き込んだ観光キャン

ペーンを展開し、まちの魅力を全国に発信していきます。

○アーバンリゾートゾーンや元町地域の歴史的資源を活用して、市民も楽しめる都市観光を推進していきます。

１）産業の活性化

・鉄鋼団地周辺の交通ネットワークの整備

・地域ブランド品開発とＰＲ

２）地域の資源を活かした都市観光の推進

・浦安の復興、まちの魅力を伝えるキャンペーンの実施

・市民参加型観光イベントの実施

・ホスピタリティシティの推進

・元町地域の観光ルートの整備

・携帯端末で市内の店舗情報等が得られる無料公衆無線ＬＡ

Ｎシステムの導入促進
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復興の目標 課題と施策の方向性 事業の例示

(4) 震災の経験を後世にも伝える防災・環境教育の推進

（課題）

液状化において未曾有の災害を経験した都市として、その教訓を糧として今後の災害時や災害に備えた対策に様々

なかたちで活かすことが必要です。そのため、今回の震災の経験を様々なかたちで検証し、記録等として保存・蓄積

するとともに、市民・事業者・行政をはじめ、大学や専門家等の間で共有・活用し、次世代に伝える取り組みを進め

ることが重要です。

また、本市のまちの歴史や成り立ち、自然環境特性や地盤特性等の知識を学ぶことで、災害発生時にすべての市民

が自ら判断して身を守り、協力し合うことができる地域社会の土壌を育むよう、生涯を通じた防災環境教育を推進す

ることが重要です。

（施策の方向）

○震災の脅威と復興への取り組みを後世に継承するために、今回の震災による被災状況や応急活動、復旧・復興の取組

みを市民・事業者・行政をはじめ、大学や専門家等が協力して検証を進め、様々な方法で記録・保存し、継続的に活

用していきます。

○今回の震災による液状化対策技術の検証・検討作業を通して得られた資料や記録を活用して、本市の自然環境特性や

地盤特性等の知識を学べる環境づくりを進めます。

○子どもたちが、自分の身の守り方や、自助・共助の大切さについて学び、生涯にわたって必要な防災力を取得するこ

とができるように、学校と地域が連携して新たな防災教育に取り組みます。

○市民が、家庭や職場における備蓄など自助や、地域における共助の取り組みを進めることができるように、生涯学習

の場を通じて必要な知識を得られるようにしていきます。

１）震災の経験を風化させない震災教訓の継承

・震災の検証・記録と継続的な活用

・震災の記憶を伝えるモニュメントの整備

２）防災環境教育の推進

・小中学校における新たな防災環境教育の推進

・うらやす市民大学や出前講座等における防災環境教育の

推進

(5)大災害時でも粘り強く対応できる地域内統治体制の整備

（課題）

今回の震災では、市民、事業者、行政をはじめとする自治体運営に関わる人や組織が、それぞれの責任と役割を果

たしつつ、相互に協力し合う協働の重要性を認識しました。特に、地域での住民・事業所同士の支え合いや自治会、

ＮＰＯ、産業団体など様々な組織が協力し合う経験は、本市の各地域における住民自治の展開の礎となるものです。

本市では、これまで自治会活動やふるさとづくり推進協議会の活動を通して市民相互の交流や親睦を図り、地域コ

ミュニティの形成・発展に取り組んできました。こうした地域コミュニティを基盤として、今回の震災の経験で得ら

れた人や組織のつながりや地域同士の連携をより一層強化し、大災害時でも粘り強く自律対応ができ、平常時には地

域における様々な課題の解決や地域価値の向上に向けて、地域における様々な人や組織が行政と協力して取り組むこ

とのできる地域内統治体制づくりを促進していく必要があります。

（施策の方向）

○地域圏域（小学校区や中学校区等）における自治会やＰＴＡ、老人クラブ、子ども会、分譲集合住宅管理組合、支部

社会福祉協議会など様々な地域活動団体やＮＰＯ等が、今回の震災経験を踏まえて、それぞれ災害時等に果たすべき

役割や協力関係を話し合う場や機会、協議組織をつくるなど将来の大災害時にも地域コミュニティで自立した活動が

担える地域ごとの体制づくりが図られるよう、プラットフォームづくりを促進します。

○自治会をはじめとする地域活動団体の活動情報を地域住民が共有し、様々な地域課題を話し合い地域住民が主体的に

課題解決に取り組めるような地域内の情報伝達・共有体制や話し合いの場づくりを図ります。

○地域における防災リーダーの育成をはじめ、市民が持つ様々な知識・ノウハウを地域活動に活かすことのできるよ

う、地域における人材活用の仕組みの強化を図ります。

○それぞれの地域コミュニティの特性を活かして、災害時をはじめ日常的な地域課題の解決に向けて、人材交流や地域

資源の相互利用などの仕組みや体制づくりを図ります。

○自治会やＰＴＡ、老人クラブ等の地域活動団体と子育て支援・高齢者の見守り・介護支援を行うＮＰＯ等の協働によ

る新たな地域内協働事業の展開の試行などにより、市民活動団体の協働による市民サービス向上に向けた取組を促進

します。

○地域圏域における様々な人・組織の協働の取組を蓄積しつつ、本市における地域内自治の新たな仕組みづくりをめざ

します。

１）様々な地域・組織との連携による災害時対応のため

のガバナンスの形成準備

・プラットフォームづくりの促進

２）日頃からの市民力の醸成と情報共有による問題解決

・地域内の情報共有の体制づくり

３）日頃から様々な地域社会との絆を大切にする地域間

交流の展開

・地域間の人財交流の促進

・地域資源の相互利用などの仕組み、体制づくり

４）地域内協働事業の推進による市民サービス向上の追

求

・地域活動団体とＮＰＯによる、地域内協働事業の展開

５）地域内意思決定機関の設置と活動予算確保
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復興計画の推進に向けて

１．復興事業計画と財源

今回の地震により、浦安市においても液状化により甚大な被害を受けた公共公益施設や都市

基盤施設の復旧、住宅・宅地の再建支援をはじめとする今後の復旧・復興事業には膨大な費用

を要します。そのため、復旧・復興事業費の負担により市の財政が悪化し、市民サービスの低

下や次世代への負担増加を招かないようにする必要があります。

既存事業の統廃合等の更なるコスト削減の取り組みにより歳出を抑制するとともに、公共サ

ービスの受益者負担の適正な見直しや、復興交付金等の国や県の支援の活用と長期にわたる復

旧・復興事業の継続的な財政的支援を要請しながら、中長期の財政見通しを持って、効率的・

計画的な行財政運営を行い、持続可能な復旧・復興財源の確保を図ります。

２．国・県・他自治体との連携や国・県への要請

今回の地震は、道路や上下水道などの広域にわたる都市基盤施設への甚大な被害をもたらす

とともに、産業活動の停滞等の社会経済に大きな影響を与えています。液状化により大きな被

害を受けた浦安市では、復旧・復興事業は長期にわたることが確実であり、市の財政にも大き

な影響を受けています。

一方、今回の地震では、給水活動や上下水道の応急復旧、物資の提供など、国や県、多くの

自治体から応援をいただき、応急復旧をすることができました。

このようなことから、復興に向けた課題及び将来発生が想定される首都直下型地震等の大規

模な災害への備えは、本市だけで対応できるものでなく、国・県・他自治体と連携して取り組

んでいく必要があります。

例えば、本市の特徴的だった液状化による被害への対策や、国や県管理の道路や河川、海岸

等の本格復旧や将来発生が想定される災害への対応、長期にわたる復旧・復興事業に対する継

続的な支援等について、国・県に要望を行っていきます。

３．市民・事業者等との協働による復興まちづくりの展開

今回の地震では、市のみによる対応では限界があることが明らかになりました。

復旧・復興をできるだけ速やかにより良い形で進めるため、市や市民、自治会などの地域コ

ミュニティ、事業者、その他の浦安市に関わる団体といった様々な主体が、知恵と力を結集す

ることが重要です。

また、将来発生が想定される首都直下型地震等の大規模な災害に備えるため、特に発災直後

の救援・救助や避難生活など、それぞれの主体が災害に対応する力を向上させるとともに、今

回各所で行われた相互の連携をこれまで以上に強化していく必要があります。

そのため、これらの主体のそれぞれが自ら果たすべき役割と責任を自覚し、対等な立場で協

力・補完しあい、浦安市市民参加推進条例等の市民参加に係る制度に基づき、協働による復興

まちづくりを推進します。


